
（豊中市伊丹市クリーンランド議会 平成２７年度予算審議） 

【豊中市伊丹市クリーンランド環境学習事業運営等業務について】 

（質問） 

 議案第１号平成２６年度豊中市伊丹市クリーンランド補正予算第４号のうち、債務負担行

為の補正として、豊中市伊丹市クリーンランド環境学習事業運営等業務に５０９１万２千円

が計上されていますが、この金額の積算根拠を教えてください。 

また、主な業務内容の中には、豊中市や伊丹市の他の施設において既に実施されている

業務もあるように感じますが、業務の住み分けや既存施設との連携については、どのよう

に考えておられるのでしょうか。 

 

＜答弁＞ 

 環境学習事業運営等業務に係る債務負担行為の上限額５０９１万２千円の根拠でござい

ますが、先ず人件費については、厚生労働省の厚生労働統計一覧に示されている「教育・ 

学習支援業の賃金」、及び大阪府最低賃金単価を基に積算しており、必要人員数は当該 

業務の過去３か年の実績から、業務の円滑な遂行を確保でき得る常勤職員の配置と施設

見学の繁忙時期における短期間の応援業務に対応するための非常勤職員の人数を見込ん

で積算しております。 

 また、その他経費としましては、報告書の作成費や見学用しおり・啓発パネルなどの作成費、

先進施設への調査研究業などに係る経費を算定しております。 

その結果、各年度の設定金額では、平成２７年度１６８０万５千円、平成２８年度１６８９万

７千円、平成２９年度１７２１万円となっています。 

 次に、他施設との業務の住み分けと連携でございますが、両市固有の環境分野に係る 

事業等はそれぞれの市施設で行われており、クリーンランドでは両市共有のごみ処理施設と

して廃棄物を基軸に両市市民の交流と環境学習の場として利用していただくための運営と

事業実施に努めております。同時に、３Ｒ推進の観点から両市で開催される各種イベントや

フォーラムなどに積極的に参加することで、両市の環境部局との連携を図りながら市民との

交流を通じて信頼関係を構築することも重要であると考えています。 

 

 

（質問） 

 受託者については、公募型プロポーザル方式で、環境に関連する取り組みを行う豊中・

伊丹両市のＮＰＯ等市民団体から選定するとのことですが、受託可能なＮＰＯ等市民団体

はどれくらいあると想定されているのでしょうか。 

 

＜答弁＞ 

 豊中市と伊丹市の両市域内を活動拠点として、環境問題をテーマに活動されている NPO

等の市民活動団体数は、平成２６年１０月現在の調査では豊中市で１７団体、伊丹市では

６団体で、合計２３団体ございます。 

環境問題に関連する取組み内容は様々であり、廃棄物に特化した事業を行う団体も多数 

あることから、複数の団体に応募いただけるものと考えております。 

 

  



（意見・要望） 

 できる限り、豊中市や伊丹市の他の施設で実施されている事業と重複や類似した事業 

展開とならないよう、事業の住み分けを明確にするとともに、施設間での連携強化に努めて

頂きたいと思います。また、豊中市環境交流センターも事業運営を指定管理者に委託して

おり、両市の環境学習事業を行っている施設の管理団体との連携や協力についても模索

して頂きたいと思います。さらに、豊中市伊丹市クリーンランドにおける環境学習事業です

ので、どちらかの市域に偏った事業展開とならないように配慮して頂きたいと要望しておき

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【売電収入について】 

（質問） 

 議案第２号平成２７年度豊中市伊丹市クリーンランド予算について伺います。予算説明書

のＰ．１４に記載されている売電収入が今年度の１億４５２８万９千円に対して、来年度は 

２億７７９８万４千円とほぼ２倍になっていますが、その理由を教えて下さい。 

 

＜答弁＞ 

 売電収入増額の主な要因は、平成２７年度第４四半期から新ごみ焼却施設での高効率 

発電を開始することに伴い、前年度と比較して概ね発電量が倍増するためでございます。 

 

 

（質問） 

 新ごみ処理施設の試運転の際に発電できるエネルギー量がかなり多く、売電収入の大幅

な増加につながることを見込んでおられるようですが、新ごみ処理施設が本格稼動された

ら、どれくらいの売電収入が見込まれるでしょうか。また、売電収入が大幅に増えると、  

両市負担金の軽減が図れる可能性があるのではないかと思いますが、見解をお聞かせく

ださい。 

 

＜答弁＞ 

 平成２８年度より本格稼動となります新ごみ焼却施設における売電収入につきましては、

発電効率が現状の約３倍の２０％以上となる上、所内消費電力の削減効果と合わせて、 

売電量の増加を図ることにより売電収入は、現焼却施設での実績の４倍以上と試算してお

ります。このことにより両市負担金の軽減が見込まれるものと考えております。 

 

 

（意見・要望） 

 クリーンランド管内における消費電力の削減効果と合わせて、売電収入が現焼却施設で

の実績の４倍以上と試算されていること、さらに、このことで両市負担金の軽減が見込まれ

ることが分かりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【プラスチック製容器包装の処理について】 

（質問） 

 プラスチック製容器包装の処理に係る経費はいくら予算計上され、その詳しい内訳を教え

てください。新ごみ処理施設では、現状のごみ処理施設よりはるかに高効率発電が可能と

なり、売電収入の大幅な増加が見込める中で、今後も容器包装プラスチックを分別回収し、

処理することの経済的、効率的メリットについて、納得のいく回答をして下さい。 

 

＜答弁＞ 

 プラスチック製容器包装の処理に係る平成２７年度予算は２億２０４２万８千円で、内訳と

しましては、リサイクルプラザにおける補修費用、定期点検費用等、処理量に関わらず発生

する固定経費が２億３７１万７千円、搬入物を処理した量により増減する電気料金等の変動

経費が１４１５万２千円、再商品化処理に係る日本容器包装リサイクル協会に支払う市町

村負担金が２５５万９千円で、合計額は前年度と比較して１３１万２千円の減少となってい

ます。 

 ご指摘のプラスチック製容器包装については、売却益だけで処理経費が賄えるものでは 

ございませんが、クリーンランドでは、循環型社会の構築という環境行政に対する社会から

の要請に応えていくため、循環型社会形成基本法の理念と趣旨を踏まえ、循環資源の  

「循環的な利用」及び「適正な処分」の優先順位に基づき、１番目に再使用、２番目には  

再生利用、３番目に熱回収、そして最後には適正処分という再生利用を優先にした処理 

方法を行っております。 

 また、プラスチック製容器包装を分別回収し、処理することのメリットについては、独自の 

最終処分場を持たない両市にとっては、可燃ごみの焼却灰を搬入しているフェニックスを 

一年でも長く使用し、維持することが喫緊の課題であり、その延命化が図れることもあげられ

ます。 

 

 

（質問） 

 今年度、行政視察として、吹田市と川西市のごみ焼却施設を視察させて頂きました。  

その際、吹田市では、プラスチック製容器包装を燃やす方が明らかに好ましいとの見解を

示されていましたが、そのことについて、クリーンランドとしてどのように感じられ、今後の 

施策展開にどのように活かしていこうと考えらたのでしょうか。また、予算の概要の     

平成２７年度施策方針には、財政基盤の強化として、「余剰電力の売却及び電電力の購入

における入札の実施により、収益の増加と経費削減に努めていく」とありますが、容器包装

プラスチックを焼却処理し、高効率発電によって熱回収し、今以上に余剰電力を売却してい

くことは、収益の増加と経費削減につながると思いますが、見解をお聞かせください。 

 

＜答弁＞ 

 プラスチック製容器包装の処理については、「循環型社会形成推進基本法」並びに「容器

包装リサイクル法」の理念と目的を踏まえ、限られた資源を有効に利用し環境に配慮した 

社会の構築をめざし、分別と資源化を推進・実践していくことが最も重要であると考えますが、

一方で各市の施策や焼却炉の形状等の違いから処理方法において、団体間において   

違いがございます。 

 クリーンランドでは、両市のプラスチック製容器包装の分別と資源化の推進という施策  



決定を受けて、平成２４年４月からリサイクルプラザを稼動し両市の市民のご理解とご協力

のもと、資源化量の増加に取組んでいるところであります。 

また、余剰電力を売却し収益の増加と経費削減に努めることは財政基盤の強化を図る上で

も重要であることから現施設においても既に取組んでおり、新焼却施設においても今以上の

発電量が見込まれることから、引続き売却益の拡大に努めてまいります。 

 

 

（意見・要望） 

 プラスチック製容器包装を現行の方法で処理し続けると、その処理量に関わらず、毎年、

２億円以上ものお金が固定経費として浪費されていくことは、先程の答弁で明らかになりま

した。一方で、来年度から本格稼動となる新ごみ焼却施設における売電収入は、現焼却 

施設での実績の４倍以上となり、さらに、このことで両市負担金の軽減が見込まれるとの 

答弁もありました。このような現状において、プラスチック製容器包装を現行の方法で処理

し、２億円以上もの税金を浪費するのか、焼却処理による熱回収で、売電収入を増やし、 

両市負担金、言い換えると両市市民の税負担の軽減につなげるのかを考えたら、後者の

方が圧倒的に有益であり、市民の理解や協力もより得られると考えます。「クリーンランドで

は、両市のプラスチック製容器包装の分別と資源化の推進という施策決定に基づき、事業

を展開している」との答弁がありましたが、処理をする現場の皆さんから見て、経済面や 

効率面等も含めて本当に優れた処理方法は何なのかを両市に対して提案していくこともあ

って良いのではないかと思いますし、今、同席されている両市長をはじめ、両市の環境部

局の職員の方々は、もっと市民感覚と、市民の税負担に対する高い意識を持って、プラス

チック製容器包装の処理方法について、見直しを考えて頂きたいと強く要望しておきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【時間外勤務について】 

（質問） 

 予算説明書のＰ．３７の職員手当の内訳によると、時間外勤務手当が今年度より来年度、

増加するとなっています。その理由を教えてください。また、クリーンランドとしては、時間外

勤務に対して、どのような考えを持ち、時間外勤務の抑制についてどのような対応、対策を

講じてこられたのでしょうか。参考までに、ここ数年における、最も時間外をした職員の時間

外勤務時間を教えてください。 

 

＜答弁＞ 

 時間外手当が増加する主な理由でございますが、平成２７年度に予定している、新ごみ 

焼却施設への事務所機能及び施設機能の移転業務に伴う、時間外勤務の増加が見込まれ

ることによるものでございます。 

クリーンランドとしての時間外勤務の考え方につきましては、職員の健康管理の観点から  

重要な課題と認識いたしており、時間外勤務を抑制するため、毎週水曜日のノー残業デーの

実施、休日の時間外勤務については振替休暇の取得推進、また、所属内の情報共有や  

協力体制の推進などの対策を講じております。 

次に、ここ数年で最も多い時間外勤務の時間数は、３０６時間でございます。 

 

     

（意見・要望） 

 新ごみ処理施設への事務所機能及び施設機能の移転業務に伴う時間外勤務の増加が

見込まれるとのことですが、一定、理解はできますが、できる限り、時間外勤務が増えない

ように、職員の方々の長時間労働につながらないように、事前に対応策を検討し、講じて 

頂きたいと要望しておきます。また、ここ数年で最も多い時間外勤務として、３００時間を 

超えておられる職員さんがおられるようですが、今後もより一層の職員の方々の健康管理

の観点から、時間外勤務の抑制に力を入れて頂きたいと要望しておきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【地方債及び据え置き期間について】 

（質問） 

 予算説明書Ｐ．４４に地方債現在高及び来年度の見込額が記載されていますが、ここ数

年、起債残高が大幅な増加傾向にあります。その理由を教えてください。また、今後の起債

残高の見込みについて、教えて下さい。さらに、クリーンランドにおける起債残高は、どれく

らいまでが許容範囲と考えておられるのでしょうか。 

 一方で、議案参考資料Ｐ．４及びＰ．５には、年度別公債費償還額の一覧が記載されてい

ますが、償還年限はどれも１５年以内ですが、据え置き期間が無いものから最大３年のも

のまであります。据え置き期間を設けることで、利息が増えることから、据え置き期間は  

原則取らないようにすべきと考えますが、据え置き期間を設けることの理由とメリットを教え

てください。 

 

＜答弁＞ 

 ここ数年の起債残高の増加につきましては、リサイクルプラザ及び新ごみ焼却施設の建設

事業費としての起債によるものです。リサイクルプラザ建設につきましては、平成２１年度  

から平成２３年度までに３９億６千３４０万円借入致しました。また、現在建設中であります

新ごみ焼却施設建設費としまして、平成２４年度から平成２７年度までに総額１１６億９千 

６６０万円の借入を予定しております。このことから、平成２７年度の最終残高の見込みは 

１３８億７千３３４万円となりますが、平成２８年度以降は徐々に残高が減少してまいります。 

起債残高の許容範囲につきましては、一部事務組合では起債発行額の限度はございません

が、両市財政部局と充分に調整した起債計画としております。 

 据え置き期間における利息を考え、現在は据え置き期間を設定せずに借入をしております。 

 

 

（質問） 

 答弁では、「起債残高の許容範囲については、一部事務組合では起債発行額の限度は

ないが、両市財政部局と十分に調整した起債計画としている」とのことですが、それでは、

今後の起債残高の推移はどのように計画（推計）を立てておられるのでしょうか。例えば、 

５年後、１０年後、１５年後、２０年後のそれぞれの起債残高の見込みを教えてください。 

 また、両市財政部局の想定するクリーンランドにおける起債残高の許容範囲の額はどれ

くらいなのでしょうか？ 

 さらに、答弁では「現在は、据え置き期間を設定せずに借り入れを行っている」とのことで

すが、そうであれば、起債をする際に、何故、据え置き期間を３年以内とするのでしょうか。 

据え置き期間を「なし」に設定したら良いのではないでしょうか。 

 

＜答弁＞ 

  

 

（意見・要望） 

 今後の起債残高の見込みについては理解しましたし、今後も継続的に起債計画に沿った

起債管理がなされているか注視して頂きたいと思います。また、据え置き期間については、

クリーンランドの場合、起債事業がほとんど少ないことから、予算編成時には据え置き期間

を設ける必要があるか否か、判断が可能かと思いますので、今日的には据え置き期間を



設ける必要も、据え置き期間を設けるお考えもないのであれば、わざわざ据え置き期間を

設定しなくても良いのではないかと意見しておきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【公共施設からのごみ量について】 

（質問） 

 予算の概要Ｐ．３のごみ処理施設使用料の表の中で、公共施設搬入分のみ今年度より

来年度の方が増えています。公共施設からのごみが増えているということなのでしょうか。

その原因とこのことに対するクリーンランドの見解をお聞かせ下さい。 

 

＜答弁＞ 

 平成２７年度予算における公共施設搬入分に係るごみ処理施設使用料につきましては、

平成２６年度の搬入見込み量と同程度を見込んで算出しており、公共施設の搬入量が増加

する見込みとなっておりますのは、平成２６年度の搬入量が当初予測を上回っていることに

よるものでございます。 

この公共施設搬入量は、公園や街路等の剪定枝など地域の環境美化を維持する上で処理

する必要があるものを対象としておりますので、公共施設内からのごみの量が増加している

ものではございません。 

 

 

（意見・要望） 

 公共施設内からのごみの量が増加しているわけではないとのことですが、だとしても、 

公園や街路等の剪定枝などのごみであれば、増えても良いという話ではないと思います。

今年度の搬入量は当初予測を上回った訳ですし、来年度予算における搬入見込み量も、      

その上回った量と同程度の搬入量を見込んでおられるようですが、とうことは、環境美化に

関連して排出されるごみについては、減量意識が低いように感じます。このことを踏まえ、

両市として、より一層、公園や街路等の剪定枝などの環境美化の維持によって生じている

ごみの減量化に対する取り組みの強化をして頂きたいと要望しておきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


